
平成 16年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 15年 11月 14日

上 場 会 社名 ツインバード工業㈱ 上場取引所  東

コ ー ド 番号 6897 本社所在都道府県 新潟県

（ＵＲＬ　http://www.twinbird.jp）

代 表 者 役職名　取締役社長 氏名　野水 重勝

問合せ先責任者 役職名　経理部長 氏名　新嶋 昌泰 TEL (0256) 92 - 6111

中間決算取締役会開催日 平成 15年 11月 14日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日 平成   年   月   日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 15年 9月中間期の業績（平成 15年 3月 26日 ～ 平成 15年 9月 25日）
(1)経営成績 （百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 6,144 △ 6.3 78 △ 24.4 △ 192 -
14年 9月中間期 6,554 1.8 103 135.5 △ 229 -
15年 3月期 13,322 267 △ 195

百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 △ 200 - △ 22.24
14年 9月中間期 △ 232 - △ 25.80
15年 3月期 △ 370 △ 40.98
(注) ①期中平均株式数   15年 9月中間期   9,030,000 株  14年 9月中間期   9,030,000 株  15年 3月期   9,030,000 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

15年 9月中間期 0.00 －
14年 9月中間期 0.00 －
15年 3月期 － 2.50

(3)財政状態
１株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 11,491 4,829 42.0 534.85
14年 9月中間期 12,099 5,154 42.6 570.80
15年 3月期 12,766 5,011 39.3 554.94
(注) ①期末発行済株式数　15年 9月中間期   9,030,000 株　14年 9月中間期   9,030,000 株　15年 3月期   9,030,000 株

 　  ②期末自己株式数　　15年 9月中間期 　      -   株　14年 9月中間期 　      -   株　15年 3月期 　      -   株

２. 16年 3月期の業績予想（ 平成 15年 3月 26日  ～  平成 16年 3月 25日 ）
　

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 13,400 △ 165 △ 440 0.00 0.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） △ 48 円 73 銭 

売   上   高 営　業　利　益 経　常　利　益

１ 株 当 た り 中 間

( 当 期 ） 純 利 益
中間(当期）純利益

１株当たり
中間配当金

総  資  産 株  主  資　本

１株当たり年間配当金

株主資本比率

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益
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（単位：千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末  
前事業年度の

要約貸借対照表

構成比 構成比 構成比

（ 資 産 の 部 ） % % % 

Ⅰ. 流 動 資 産

１. 現 金 預 金 1,763,271 1,175,606 △587,665 2,210,587

２. 受 取 手 形 689,673 913,598 223,925 716,761

３. 売 掛 金 1,846,118 1,976,916 130,797 2,268,872

４. 棚 卸 資 産 2,330,558 2,407,670 77,111 2,732,289

５. 繰 延 税 金 資 産 37,296 － △37,296 －

６. そ の 他 324,645 247,341 △77,304 179,095

７. 貸 倒 引 当 金 △8,755 △93,940 △85,185 △103,258

流 動 資 産 合 計 6,982,808 57.7 6,627,192 57.7 △355,616 8,004,348 62.7 

Ⅱ. 固 定 資 産

(1)有 形 固 定 資 産

１. 建 物 1,187,907 1,120,097 △67,809 1,136,590

２. 金 型 599,168 578,434 △20,734 577,074

３. 土 地 1,551,687 1,586,626 34,938 1,551,687

４. そ の 他 358,129 394,990 36,861 340,249

有形固定資産合計 3,696,893 30.5 3,680,149 32.0 △16,744 3,605,602 28.2 

(2)無 形 固 定 資 産 30,298 0.3 48,417 0.4 18,118 50,078 0.4 

(3)投資その他の資産

１. 投 資 有 価 証 券 598,829 624,104 25,274 558,168

２. 繰 延 税 金 資 産 268,767 233,488 △35,279 257,982

３. そ の 他 602,734 353,173 △249,560 370,111

４. 貸 倒 引 当 金 △80,699 △74,807 5,892 △79,717

投資その他の資産合計 1,389,633 11.5 1,135,959 9.9 △253,673 1,106,545 8.7 

固 定 資 産 合 計 5,116,825 42.3 4,864,526 42.3 △252,299 4,762,225 37.3 

資 産 合 計 12,099,634 100.0 11,491,718 100.0 △607,915 12,766,574 100.0 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

（平成15年3月25日）

金　　額

Ⅵ－１．中間貸借対照表

金　　額

（平成14年9月25日） （平成15年9月25日） 増減金額

金　　額

区　　　　分
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（単位：千円）

前中間会計期間末 当中間会計期間末  
前事業年度の

要約貸借対照表

構成比 構成比 構成比

（ 負 債 の 部 ） % % % 

Ⅰ. 流 動 負 債

１. 支 払 手 形 810,155 712,625 △97,529 1,046,915

２. 買 掛 金 368,306 368,018 △288 483,675

３. 短 期 借 入 金 1,651,000 1,357,000 △294,000 2,224,500

４.
１ 年 以 内 返 済 予 定
長 期 借 入 金 1,382,416 856,080 △526,336 932,582

５. 未 払 法 人 税 等 7,309 9,041 1,731 42,560

６. 未 払 消 費 税 等 22,239 36,463 14,224 12,304

７. 賞 与 引 当 金 114,000 111,000 △3,000 111,000

８. そ の 他 475,485 530,595 55,110 437,884

流 動 負 債 合 計 4,830,911 39.9 3,980,825 34.7 △850,086 5,291,421 41.4 

Ⅱ. 固 定 負 債

１. 長 期 借 入 金 1,637,597 2,157,759 520,162 1,962,773

２. 役員退職慰労引当金 406,809 406,809 － 406,809

３. そ の 他 70,020 116,610 46,589 94,504

固 定 負 債 合 計 2,114,426 17.5 2,681,178 23.3 566,751 2,464,086 19.3 

負 債 合 計 6,945,338 57.4 6,662,003 58.0 △283,335 7,755,508 60.7 

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ. 資 本 金 1,742,400 14.4 － － △1,742,400 1,742,400 13.6 

Ⅱ. 資 本 準 備 金 1,748,600 14.5 － － △1,748,600 1,748,600 13.7 

Ⅲ. 利 益 準 備 金 137,350 1.1 － － △137,350 137,350 1.1 

Ⅳ. そ の 他 の 剰 余 金

１. 任 意 積 立 金 1,708,058 － △1,708,058 1,708,058

２. 中間(当期)未処理損失 181,066 － △181,066 318,128

その他の剰余金合計 1,526,991 12.6 － － △1,526,991 1,389,929 10.9 

Ⅴ.
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 △1,046 △0.0 － － 1,046 △7,213 △0.0 

資 本 合 計 5,154,295 42.6 － △5,154,295 5,011,066 39.3 

Ⅰ. 資 本 金 － － 1,742,400 15.2 1,742,400 － －

Ⅱ. 資 本 剰 余 金

１. 資 本 準 備 金 － 1,748,600 1,748,600 －

資 本 剰 余 金 合 計 － － 1,748,600 15.2 1,748,600 － －

Ⅲ. 利 益 剰 余 金

１. 利 益 準 備 金 － 137,350 137,350 －

２. 任 意 積 立 金 － 1,308,184 1,308,184 －

３. 中間(当期)未処理損失 － 141,640 141,640 －

利 益 剰 余 金 合 計 － － 1,303,893 11.3 1,303,893 － －

Ⅴ.
そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金 － － 34,821 0.3 34,821 － －

資 本 合 計 － － 4,829,715 42.0 4,829,715 － －

負 債 ・ 資 本 合 計 12,099,634 100.0 11,491,718 100.0 △607,915 12,766,574 100.0 

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

区　　　　分 （平成15年3月25日）

金　　額

（平成14年9月25日） （平成15年9月25日） 増減金額

金　　額 金　　額  
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（単位：千円）

百分比 百分比 百分比

% % % 
Ⅰ. 売　　上　　高 6,554,503 100.0 6,144,419 100.0 △410,083 13,322,897 100.0 

Ⅱ. 売　上　原　価 5,062,825 77.2 4,632,559 75.4 △430,265 10,235,649 76.8 

売 上 総 利 益 1,491,678 22.8 1,511,860 24.6 20,181 3,087,247 23.2 

Ⅲ. 販売費及び一般管理費 1,388,429 21.2 1,433,848 23.3 45,419 2,820,228 21.2 

営 業 利 益 103,248 1.6 78,011 1.3 △25,237 267,018 2.0 

Ⅳ. 営 業 外 収 益 37,217 0.6 42,580 0.7 5,362 53,280 0.4 

Ⅴ. 営 業 外 費 用 369,531 5.7 313,137 5.1 △56,394 515,616 3.9 

経 常 損 失 229,065 3.5 192,544 3.1 △36,520 195,317 1.5 

Ⅵ． 特 　別　 利 　益 45,598 0.7 25,440 0.4 △20,158 26,567 0.2 

Ⅶ． 特 　別　 損　 失 33,627 0.5 33,752 0.6 124 93,990 0.7 

税 引 前
中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 217,093 3.3 200,856 3.3 △16,236 262,740 2.0 

法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税 4,000 0.1 4,000 0.1 － 8,000 0.0 

過 年 度 法 人 税 、 住 民 税
及 び 事 業 税 － － － － － 35,185 0.3 

法 人 税 等 調 整 額 11,872 0.2 △4,046 △0.1 △15,918 64,102 0.5 

中 間 （ 当 期 ） 純 損 失 232,966 3.6 200,810 3.3 △32,155 370,028 2.8 

前 期 繰 越 利 益 51,899 59,169 7,270 51,899

中間（当期）未処理損失 181,066 141,640 △39,425 318,128

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

区　　　　分 （自 平成15年3月26日　

　至 平成15年9月25日）

金　　額

増減金額

金　　額金　　額

Ⅶ－２．中間損益計算書

前事業年度の
要約損益計算書

（自 平成14年3月26日　

　至 平成15年3月25日）

当中間会計期間前中間会計期間

（自 平成14年3月26日　

　至 平成14年9月25日）
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〔中間財務諸表作成の基本となる重要な事項〕

１．資産の評価基準及び評価方法

 　①有価証券

子会社株式及び関連会社株式･･･････････････････････････…移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの････････････････････中間決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

出）

　時価のないもの････････････････････移動平均法による原価法

 　②デリバティブ･･････････････････････････････時価法

 　③棚卸資産

　製品・原材料・仕掛品････････････････総平均法による原価法

　貯蔵品･･････････････････････････････最終仕入原価法による原価法

ただし、劣化資産については、減耗度控除法による原価法

２．固定資産の減価償却の方法

　有形固定資産････････････････････････定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備

を除く）については定額法

主な耐用年数

　建物　　　　　　１５～３１年

　機械装置　　　　　７～１１年

　金型　　　　　　　　　　２年

　無形固定資産

　　自社利用のソフトウェア･････････････････････…社内における見込利用可能期間（３～５年）に基づく定額

法

　　その他の無形固定資産･････････････････････…定額法

　長期前払費用･･･････････････････････････････…定額法

３．引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等の特定の

債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　②賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支払にあてるため、支給見込額に基づき計上しております。

　　③退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　なお、会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理しております。

　数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

　　④役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。ただし、

　現在内規により積増しが停止されているため当中間会計期間の繰入額はありません。

４．リース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（追加情報）

　中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の資本の部については、改正後の

中間財務諸表等規則により作成しております。

（中間貸借対照表関係注記）

前中間会計期間末 当中間会計期間末 前事業年度末

１． 千円 千円 千円

２．

（１）担保提供資産

千円 千円 千円

（２）上記に対応する債務

千円 千円 千円

３． 千円 千円 千円

４． 千円 千円 千円

138,350

838,980

1,962,773

5,119,855

（平成15年3月25日）

11,246,383

366,725

1,102,133

1,472,672

369,944

3,311,475

2,224,500

932,582

担保提供資産及びこれに対応する
債務

預 金

建 物

投 資 有 価 証 券

計

1,472,672

401,181

3,154,092

1,651,000

有形固定資産の減価償却累計額

858,255 625,434

856,080

2,157,759

4,370,839

1,382,416

1,637,597

4,671,013

土 地

174,850 130,780

（平成15年9月25日）

11,367,214

65,100

1,086,824

1,472,672

425,563

3,050,159

1,357,000

（平成14年9月25日）

11,066,108

126,650

1,153,588

受取手形割引高

保証債務

計

短 期 借 入 金

１年以内返済予定
長 期 借 入 金

長 期 借 入 金
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（中間損益計算書関係注記）

前事業年度

１．営業外収益のうち重要なもの

千円 千円 千円

２．営業外費用のうち重要なもの

千円 千円 千円

３．特別利益のうち重要なもの

千円 千円 千円

４．特別損失のうち重要なもの

千円 千円 千円

５．減価償却実施額

千円 千円 千円

191,720 183,909 437,237

前 期 損 益 修 正 益 － － 22,437

－

12,002

42,983

7,324

6,151

15,723 31,447

20,612

計

1,261 1,653

19,985

受 取 利 息

貸倒引当金戻入益

受 取 配 当 金

13,636

退職給付会計基準
変 更 時 差 異 償 却

（自 平成14年3月26日　
　至 平成15年3月25日）

3,323

23,396

104,789

91,044

199,201

15,723

有 形 固 定 資 産 188,095 177,758 425,234

国 庫 補 助 金 収 入 － －

119,468

無 形 固 定 資 産 3,624

　至 平成14年9月25日） 　至 平成15年9月25日）

45,221

171,731為 替 差 損

支 払 利 息

売 上 割 引 57,199

当中間会計期間

44,424

（自 平成15年3月26日　

48,290

前中間会計期間
（自 平成14年3月26日　

オプション評価損 86,033 9,685 12,476

有 価 証 券 評 価 損 8,547 5,012 39,257
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（リース取引関係） （単位：千円）

(1) (1) (1)

160,092 63,544 96,548 185,397 91,255 94,141 156,756 75,814 80,942

347,150 52,014 295,135 372,093 97,601 274,491 361,110 74,458 286,652

19,806 11,270 8,535 19,806 14,786 5,019 19,806 13,028 6,777

527,048 126,829 400,218 577,296 203,643 373,652 537,672 163,301 374,371

(注) (注) (注)

(2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料中間期末残高相当額 (2) 未経過リース料期末残高相当額

(注) (注) (注)

(3) 支払リース料・減価償却費相当額 (3) 支払リース料・減価償却費相当額 (3) 支払リース料・減価償却費相当額

支払リース料 支払リース料 支払リース料

減価償却費相当額 減価償却費相当額 減価償却費相当額

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法

合　　計 374,371

80,636

80,636

１ 年 内 78,990

１ 年 超 295,381

機 械 装 置

車 輌 運 搬 具

合　　　計

　取得価額相当額は、未経過リース
料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払
利子込み法により算定しておりま
す。

取得価
額相当
額

減価償
却累計
額相当
額

期末残
高相当
額

工具器具備品

前事業年度
（自 平成14年3月26日　
　至 平成15年3月25日）

合　　　計

前中間会計期間 当中間会計期間

取得価
額相当

額

減価償
却累計
額相当
額

中間期
末残高
相当額

工具器具備品

１ 年 超 322,080

40,828

機 械 装 置

合　　計 400,218

40,828

１ 年 内

　取得価額相当額は、未経過リース
料中間期末残高が有形固定資産の中
間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定して
おります。

１ 年 内

１ 年 超 290,462

78,138

機 械 装 置

43,681

（自 平成14年3月26日　
　至 平成14年9月25日）

（自 平成15年3月26日　
　至 平成15年9月25日）

合　　　計

合　　計

取得価
額相当
額

車 輌 運 搬 具

　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引

　未経過リース料中間期末残高相当
額は、未経過リース料中間期末残高
が、有形固定資産の中間期末残高等
に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。

　　　　　同　　　　左 　未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が、有
形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法によ
り算定しております。

減価償
却累計
額相当
額

中間期
末残高
相当額

373,652

83,190

　リース期間を耐用年数とし、残存
価額を零とする定額法によっており
ます。

　　　　　同　　　　左 　　　　　同　　　　左

リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額

リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び中間期末残高
相当額

リース物件の取得価額相当額、減価
償却累計額相当額及び期末残高相当
額

43,681

　　　　　同　　　　左

車 輌 運 搬 具

工具器具備品

- ３０ -


